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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
平成22年３月30日に提出した第11期（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

４　事業等のリスク

(3）その他

第４　提出会社の状況

１　株式等の状況

(2）新株予約権等の状況

第５　経理の状況

１　財務諸表等

(1）財務諸表

注記事項　

（ストック・オプション等関係）

　

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線で示しております。
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第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

４【事業等のリスク】

（３）その他

（訂正前）

＜前略＞

②ストック・オプションによる株式の希薄化について

　当社はストックオプション制度を採用しております。同制度により発行された新株予約権による潜在株式数は平成

21年12月31日現在で合計6,882株となり、発行済株式数及び新株予約権による潜在株式数の合計の6.2％を占めており

ます。これらの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性がありま

す。また、今後も優秀な人材確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施していくことを検討してお

ります。従いまして、今後付与される新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化

する可能性があります。

当該制度の内容は次のとおりであります。

項目 新株予約権① 新株予約権② 新株予約権③

定時株主総会決議 平成15年３月28日 平成16年３月30日 平成17年３月30日

新株予約権の数(注)１ 180個 60個 120個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　3,600株 普通株式　1,200株 普通株式　600株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
10,000円 10,000円 20,000円

行使請求期間
平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで

平成18年４月１日から

平成26年３月29日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者に

ついて新株予約権の要項に定める消

却事由が発生していないことを条件

とし、消却事由が生じた新株予約権

の行使は認められないものとする。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引所

に上場又は日本証券業協会に店頭登

録された場合に限り、新株予約権を

行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人が新株予約権を相続す

るものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者に

ついて新株予約権の要項に定める消

却事由が発生していないことを条件

とし、消却事由が生じた新株予約権

の行使は認められないものとする。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引所

に上場又は日本証券業協会に店頭登

録された場合に限り、新株予約権を

行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人が新株予約権を相続す

るものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者に

ついて新株予約権の要項に定める消

却事由が発生していないことを条件

とし、消却事由が生じた新株予約権

の行使は認められないものとする。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引所

に上場された場合に限り、新株予約

権を行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人が新株予約権を相続す

るものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。
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項目 新株予約権④ 新株予約権⑤ 新株予約権⑥

定時株主総会決議 平成18年３月30日 平成19年３月29日 平成20年３月28日

新株予約権の数(注)１ 434個 250個 338個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　434株 普通株式　250株 普通株式　338株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
779,196円 184,000円 109,027円

行使請求期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよう

とする本新株予約権又は権利者につ

いて新株予約権の要項に定める消却

事由が発生していないことを条件と

し、消却事由が生じた新株予約権の

行使は認められないものとする。た

だし、取締役会が特例として承認し

た場合はこの限りでない。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人は新株予約権を相続で

きない。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよう

とする本新株予約権又は権利者につ

いて新株予約権の要項に定める消却

事由が発生していないことを条件と

し、消却事由が生じた新株予約権の

行使は認められないものとする。た

だし、取締役会が特例として承認し

た場合はこの限りでない。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人は新株予約権を相続で

きない。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよう

とする本新株予約権又は権利者につ

いて新株予約権の要項に定める消却

事由が発生していないことを条件と

し、消却事由が生じた新株予約権の

行使は認められないものとする。た

だし、取締役会が特例として承認し

た場合はこの限りでない。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人は新株予約権を相続で

きない。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

　

項目 新株予約権⑦

定時株主総会決議 平成21年３月27日

新株予約権の数(注)１ 460個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　460株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
135,520円

行使請求期間
平成23年４月１日から

平成27年３月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよう

とする本新株予約権又は権利者につ

いて新株予約権の要項に定める消却

事由が発生していないことを条件と

し、消却事由が生じた新株予約権の

行使は認められないものとする。た

だし、取締役会が特例として承認し

た場合はこの限りでない。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人は新株予約権を相続で

きない。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

＜後略＞
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（訂正後）

＜前略＞

②ストック・オプションによる株式の希薄化について

　当社はストックオプション制度を採用しております。同制度により発行された新株予約権による潜在株式数は平成

21年12月31日現在で合計6,882株となり、発行済株式数及び新株予約権による潜在株式数の合計の6.2％を占めており

ます。これらの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性がありま

す。また、今後も優秀な人材確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施していくことを検討してお

ります。従いまして、今後付与される新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化

する可能性があります。

当該制度の内容は次のとおりであります。

項目 新株予約権① 新株予約権② 新株予約権③

定時株主総会決議 平成15年３月28日 平成16年３月30日 平成17年３月30日

新株予約権の数(注)１ 180個 60個 120個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　3,600株 普通株式　1,200株 普通株式　600株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
10,000円 10,000円 20,000円

行使請求期間
平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで

平成18年４月１日から

平成27年３月28日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者に

ついて新株予約権の要項に定める取

得事由が発生していないことを条件

とし、取得事由が生じた新株予約権

の行使は認められないものとする。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引所

に上場又は日本証券業協会に店頭登

録された場合に限り、新株予約権を

行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人が新株予約権を相続す

るものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者に

ついて新株予約権の要項に定める取

得事由が発生していないことを条件

とし、取得事由が生じた新株予約権

の行使は認められないものとする。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引所

に上場又は日本証券業協会に店頭登

録された場合に限り、新株予約権を

行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人が新株予約権を相続す

るものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

(１)行使条件

①本新株予約権の行使は、行使しよ

うとする本新株予約権又は権利者に

ついて新株予約権の要項に定める取

得事由が発生していないことを条件

とし、取得事由が生じた新株予約権

の行使は認められないものとする。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

②当社株式が日本国内の証券取引所

に上場された場合に限り、新株予約

権を行使することができる。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人が新株予約権を相続す

るものとする。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。
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項目 新株予約権④ 新株予約権⑤ 新株予約権⑥

定時株主総会決議 平成18年３月30日 平成19年３月29日 平成20年３月28日

新株予約権の数(注)１ 434個 250個 338個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　434株 普通株式　250株 普通株式　338株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
779,196円 184,000円 109,027円

行使請求期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよう

とする本新株予約権又は権利者につ

いて新株予約権の要項に定める取得

事由が発生していないことを条件と

し、取得事由が生じた新株予約権の

行使は認められないものとする。た

だし、取締役会が特例として承認し

た場合はこの限りでない。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人は新株予約権を相続で

きない。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよう

とする本新株予約権又は権利者につ

いて新株予約権の要項に定める取得

事由が発生していないことを条件と

し、取得事由が生じた新株予約権の

行使は認められないものとする。た

だし、取締役会が特例として承認し

た場合はこの限りでない。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人は新株予約権を相続で

きない。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよう

とする本新株予約権又は権利者につ

いて新株予約権の要項に定める取得

事由が発生していないことを条件と

し、取得事由が生じた新株予約権の

行使は認められないものとする。た

だし、取締役会が特例として承認し

た場合はこの限りでない。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人は新株予約権を相続で

きない。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

　

項目 新株予約権⑦

定時株主総会決議 平成21年３月27日

新株予約権の数(注)１ 460個

目的となる株式の種類

及び数(注)１
普通株式　460株

新株予約権行使時の

払込金額(注)１
135,520円

行使請求期間
平成23年４月１日から

平成27年３月31日まで

行使の条件及び譲渡に

関する事項

(１)行使条件

本新株予約権の行使は、行使しよう

とする本新株予約権又は権利者につ

いて新株予約権の要項に定める取得

事由が発生していないことを条件と

し、取得事由が生じた新株予約権の

行使は認められないものとする。た

だし、取締役会が特例として承認し

た場合はこの限りでない。

(２)相続権利者が死亡した場合、権

利者の相続人は新株予約権を相続で

きない。

ただし、取締役会が特例として承認

した場合はこの限りでない。

(３)譲渡等新株予約権を譲渡し、又

は担保に供することはできない。

＜後略＞
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（２）【新株予約権等の状況】

（訂正前）

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成15年３月28日の定時株主総会決議により平成16年３月10日発行）

区分
事業年度末現在

（平成21年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 180　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,600（注）１,４,５ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000　（注）５ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 10,000（注）５

資本組入額　　5,000（注）５

同左

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権、平成14年４月１日

改正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く）をするときは、次の算式に

より発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。その他、新株予約権（その権利行使に

より発行される株式の発行価額が、時価を下回る場合に限る。）を発行する場合についても、これに準じて

行使価額は調整されます。

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の子会社の取締役もしくは従

業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合は

この限りでない。

②　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③　新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約権を

行使することができる。

④　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者と

の間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。
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(2）新株予約権の消却

新株予約権者が権利行使をする前に、当社又は子会社の取締役もしくは従業員の地位喪失により新株予約

権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができるものとする。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権

利を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

５．平成17年３月９日付で１株を４株、平成18年３月１日付けで１株を５株の割合をもって株式の分割を行って

おり、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後の

数を記載しております。

（平成16年３月30日の定時株主総会決議により平成16年12月22日発行）

区分
事業年度末現在

（平成21年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 60　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　1,200（注）１,４,５ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000　（注）５ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から

平成26年３月29日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 10,000（注）５

資本組入額　　5,000（注）５

同左

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権、平成14年４月１日

改正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く）をするときは、次の算式に

より発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。その他、新株予約権（その権利行使に

より発行される株式の発行価額が、時価を下回る場合に限る。）を発行する場合についても、これに準じて

行使価額は調整されます。

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の子会社、関係会社の取締

役、監査役、従業員もしくは顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合はこの限りでない。
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②　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③　新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約権を

行使することができる。

④　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者と

の間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2）新株予約権の消却

新株予約権者が権利行使をする前に、当社ならびに子会社の取締役、監査役、従業員の地位喪失により新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができるものとする。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権

利を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

５．平成17年３月９日付けで１株を４株、平成18年３月１日付けで１株を５株の割合をもって株式の分割を行っ

ており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後

の数を記載しております。

（平成17年３月30日の定時株主総会決議により平成17年４月20日発行）

区分
事業年度末現在

（平成21年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 120　（注）３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　600（注）１,３,４ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　20,000（注）４ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 20,000（注）４

資本組入額　 10,000（注）４

同左

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

　当社が完全子会社となる株

式交換又は株式移転を行う場

合は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

　同左

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①　取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当

社の子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員もしくは顧問の地位にあることを要す。ただし、任期

満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでない。

②　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③　新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場された場合に限り、新株予約権を行使することがで

きる。

④　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者と

の間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2）新株予約権の消却
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取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、新株予約権者が権利行使をする前に、

当社又は当社の子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員もしくは顧問の地位喪失により新株予約権を

行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができるものとする。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権

利を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

４．平成18年３月１日付けで１株を５株の割合をもって株式の分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権

の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後の数を記載しております。

　

　　　　　（平成18年３月30日の定時株主総会決議により平成18年４月21日発行）

区分
事業年度末現在

（平成21年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 434　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　434（注）１,４ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　779,196 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　779,196

資本組入額　 389,598

同左

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

　 (注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株未満の端数については、これを切り捨てます。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）をすると

きは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

　

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新株式発行前１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①　取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当

社の子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員又は顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了

による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由のあると認めた場合はこの限りでない。

②　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。
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③　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者と

の間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2）新株予約権の消却

新株予約権者が権利行使をする前に、当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員の地位喪失により新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができるものとする。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権

利を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

＜後略＞

　

（訂正後）

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成15年３月28日の定時株主総会決議により平成16年３月10日発行）

区分
事業年度末現在

（平成21年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 180　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,600（注）１,４,５ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000　（注）５ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 10,000（注）５

資本組入額　　5,000（注）５

同左

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権、平成14年４月１日

改正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く）をするときは、次の算式に

より発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。その他、新株予約権（その権利行使に

より発行される株式の発行価額が、時価を下回る場合に限る。）を発行する場合についても、これに準じて

行使価額は調整されます。

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数
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３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の子会社の取締役もしくは従

業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合は

この限りでない。

②　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③　新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約権を

行使することができる。

④　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者と

の間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2）新株予約権の取得

新株予約権者が権利行使をする前に、当社又は子会社の取締役もしくは従業員の地位喪失により新株予約

権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができるものとする。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権

利を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

５．平成17年３月９日付で１株を４株、平成18年３月１日付けで１株を５株の割合をもって株式の分割を行って

おり、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後の

数を記載しております。

（平成16年３月30日の定時株主総会決議により平成16年12月22日発行）

区分
事業年度末現在

（平成21年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 60　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　1,200（注）１,４,５ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000　（注）５ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から

平成27年３月28日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 10,000（注）５

資本組入額　　5,000（注）５

同左

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
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２．当社が株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権、平成14年４月１日

改正前旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く）をするときは、次の算式に

より発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。その他、新株予約権（その権利行使に

より発行される株式の発行価額が、時価を下回る場合に限る。）を発行する場合についても、これに準じて

行使価額は調整されます。

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋新発行株式数

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当社の子会社、関係会社の取締

役、監査役、従業員もしくは顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合はこの限りでない。

②　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③　新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場もしくは店頭登録された場合に限り、新株予約権を

行使することができる。

④　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者と

の間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2）新株予約権の取得

新株予約権者が権利行使をする前に、当社ならびに子会社の取締役、監査役、従業員の地位喪失により新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができるものとする。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権

利を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

５．平成17年３月９日付けで１株を４株、平成18年３月１日付けで１株を５株の割合をもって株式の分割を行っ

ており、上記の表に記載の新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後

の数を記載しております。
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（平成17年３月30日の定時株主総会決議により平成17年４月20日発行）

区分
事業年度末現在

（平成21年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 120　（注）３ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　600（注）１,３,４ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　20,000（注）４ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 20,000（注）４

資本組入額　 10,000（注）４

同左

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

　当社が完全子会社となる株

式交換又は株式移転を行う場

合は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

　同左

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株の100分の１未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①　取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当

社の子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員もしくは顧問の地位にあることを要す。ただし、任期

満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでない。

②　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③　新株予約権者は、当社普通株式にかかる株券が上場された場合に限り、新株予約権を行使することがで

きる。

④　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者と

の間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2）新株予約権の取得

取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、新株予約権者が権利行使をする前に、

当社又は当社の子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員もしくは顧問の地位喪失により新株予約権を

行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができるものとする。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権

利を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

４．平成18年３月１日付けで１株を５株の割合をもって株式の分割を行っており、上記の表に記載の新株予約権

の目的となる株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額は調整後の数を記載しております。
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　　　　　（平成18年３月30日の定時株主総会決議により平成18年４月21日発行）

区分
事業年度末現在

（平成21年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年２月28日）

新株予約権の数（個） 434　（注）４ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　434（注）１,４ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　779,196 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

同左

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　779,196

資本組入額　 389,598

同左

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項

当社が完全子会社となる株式

交換又は株式移転を行う場合

は、新株予約権に係る義務

を、当該株式交換又は株式移

転による完全親会社となる会

社に承継させる。

同左

　 (注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整し、調整の結果生じる

１株未満の端数については、これを切り捨てます。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）をすると

きは、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

　

　 　　 　
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新株式発行前１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

３．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権の行使の条件

①　取締役、監査役、従業員として新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当

社の子会社、関係会社の取締役、監査役、従業員又は顧問の地位にあることを要す。ただし、任期満了

による退任、定年退職その他取締役会が正当な理由のあると認めた場合はこの限りでない。

②　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

③　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者と

の間で締結する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

(2）新株予約権の取得

新株予約権者が権利行使をする前に、当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員の地位喪失により新

株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で取得することができるものとする。

(3）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要するものとする。

４．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権発行による付与数から、退職等による権

利を喪失した数及び権利行使数を控除した数のことであります。

＜後略＞
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第５【経理の状況】

１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

【注記事項】

（ストック・オプション等関係）

（訂正前）

前事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
平成15年３月

定時株主総会決議
ストックオプション

平成16年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成17年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　４名

当社従業員　15名　

当社取締役　３名

当社従業員　26名

当社取締役　　　　　　６名

当社監査役　　　　　　２名

当社従業員　　　　　　51名

重要取引先及び顧問　　６名

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　12,000株 普通株式　3,880株 普通株式　2,180株

付与日 平成16年３月10日 平成16年12月22日 平成17年４月20日

権利確定条件

　権利行使日において、当社又は当社

の子会社の取締役又は従業員の地位に

あること。

　権利行使日において、当社、当社の

子会社又は関係会社の取締役、監査

役、従業員又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役、監査役、従業員として新株

予約権の割当を受けたものは、権利行

使日において、当社、当社の子会社又

は関係会社の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあること。

対象勤務期間

(注２)

平成16年４月１日から

平成21年３月31日まで

平成16年12月22日から

平成21年３月31日まで

平成17年４月20日から

平成21年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで

平成18年４月１日から

平成26年３月29日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

　
平成18年３月

定時株主総会決議
ストックオプション

平成19年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成20年３月
定時株主総会決議

ストックオプション　

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　85名

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　91名

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　71名

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　922株 普通株式　395株 普通株式　399株

付与日 平成18年４月21日 平成19年６月20日 平成20年６月20日

権利確定条件

　権利行使日において、当社、当社の

子会社又は関係会社の取締役、監査

役、従業員又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として付与を受け

た者については、権利行使時におい

て、当社の取締役又は監査役であるこ

と。従業員として付与を受けた者につ

いては、権利行使時において当社、当

社の子会社又は関連会社の取締役、監

査役、従業員又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として付与を受け

た者については、権利行使時におい

て、当社の取締役又は監査役であるこ

と。従業員として付与を受けた者につ

いては、権利行使時において当社、当

社の子会社又は関連会社の取締役、監

査役、従業員又は顧問の地位にあるこ

と。

対象勤務期間

(注２)

平成18年４月21日から

平成23年３月31日まで

平成19年６月20日から

平成21年３月31日まで

平成20年６月20日から

平成22年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

＜中略＞
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当事業年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
平成15年３月

定時株主総会決議
ストックオプション

平成16年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成17年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成18年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　４名

当社従業員　15名　

当社取締役　３名

当社従業員　26名

当社取締役　６名

当社監査役　２名

当社従業員　51名

重要取引先及び顧問　６名

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　85名

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　12,000株 普通株式　3,880株 普通株式　2,180株 普通株式　922株

付与日 平成16年３月10日 平成16年12月22日 平成17年４月20日 平成18年４月21日

権利確定条件

　権利行使日において、当

社又は当社の子会社の取締

役又は従業員の地位にある

こと。

　権利行使日において、当

社、当社の子会社又は関係

会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にある

こと。

　取締役、監査役、従業員

として新株予約権の割当を

受けたものは、権利行使日

において、当社、当社の子

会社又は関係会社の取締

役、監査役、従業員又は顧

問の地位にあること。

権利行使日において、当

社、当社の子会社又は関係

会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にある

こと。

対象勤務期間

(注２)

平成16年４月１日から

平成21年３月31日まで

平成16年12月22日から

平成21年３月31日まで

平成17年４月20日から

平成21年３月31日まで

平成18年４月21日から

平成23年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで

平成18年４月１日から

平成26年３月29日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

　
平成19年３月

定時株主総会決議
ストックオプション

平成20年３月
定時株主総会決議

ストックオプション　

平成21年３月
定時株主総会決議

ストックオプション　

付与対象者の区分及び数

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　91名

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　71名

当社取締役　４名

当社監査役　３名

当社従業員　76名

ストック・オプション数(注

１)
普通株式　395株 普通株式　399株 普通株式　467株

付与日 平成19年６月20日 平成20年６月20日 平成21年６月19日

権利確定条件

　取締役及び監査役として付与を

受けた者については、権利行使時

において、当社の取締役又は監査

役であること。従業員として付与

を受けた者については、権利行使

時において当社、当社の子会社又

は関連会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にあること。

　取締役及び監査役として付与を

受けた者については、権利行使時

において、当社の取締役又は監査

役であること。従業員として付与

を受けた者については、権利行使

時において当社、当社の子会社又

は関連会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にあること。

　取締役及び監査役として付与を

受けた者については、権利行使時

において、当社の取締役又は監査

役であること。従業員として付与

を受けた者については、権利行使

時において当社、当社の子会社又

は関連会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にあること。

対象勤務期間

(注２)

平成19年６月20日から

平成21年３月31日まで

平成20年６月20日から

平成22年３月31日まで

平成21年６月19日から

平成23年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

平成23年４月１日から

平成27年３月31日まで

＜後略＞
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（訂正後）

前事業年度（自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
平成15年３月

定時株主総会決議
ストックオプション

平成16年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成17年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　４名

当社従業員　15名　

当社取締役　３名

当社従業員　26名

当社取締役　　　　　　６名

当社監査役　　　　　　２名

当社従業員　　　　　　51名

重要取引先及び顧問　　６名

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　12,000株 普通株式　3,880株 普通株式　2,180株

付与日 平成16年３月10日 平成16年12月22日 平成17年４月20日

権利確定条件

　権利行使日において、当社又は当社

の子会社の取締役又は従業員の地位に

あること。

　権利行使日において、当社、当社の

子会社又は関係会社の取締役、監査

役、従業員又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役、監査役、従業員として新株

予約権の割当を受けたものは、権利行

使日において、当社、当社の子会社又

は関係会社の取締役、監査役、従業員

又は顧問の地位にあること。

対象勤務期間

(注２)

平成16年３月10日から

平成21年３月31日まで

平成16年12月22日から

平成21年３月31日まで

平成17年４月20日から

平成21年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで

平成18年４月１日から

平成27年３月28日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

　
平成18年３月

定時株主総会決議
ストックオプション

平成19年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成20年３月
定時株主総会決議

ストックオプション　

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　85名

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　91名

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　71名

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　922株 普通株式　395株 普通株式　399株

付与日 平成18年４月21日 平成19年６月20日 平成20年６月20日

権利確定条件

　権利行使日において、当社、当社の

子会社又は関係会社の取締役、監査

役、従業員又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として付与を受け

た者については、権利行使時におい

て、当社の取締役又は監査役であるこ

と。従業員として付与を受けた者につ

いては、権利行使時において当社、当

社の子会社又は関連会社の取締役、監

査役、従業員又は顧問の地位にあるこ

と。

　取締役及び監査役として付与を受け

た者については、権利行使時におい

て、当社の取締役又は監査役であるこ

と。従業員として付与を受けた者につ

いては、権利行使時において当社、当

社の子会社又は関連会社の取締役、監

査役、従業員又は顧問の地位にあるこ

と。

対象勤務期間

(注２)

平成18年４月21日から

平成23年３月31日まで

平成19年６月20日から

平成21年３月31日まで

平成20年６月20日から

平成22年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

＜中略＞
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当事業年度（自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　
平成15年３月

定時株主総会決議
ストックオプション

平成16年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成17年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

平成18年３月
定時株主総会決議
ストックオプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　４名

当社従業員　15名　

当社取締役　３名

当社従業員　26名

当社取締役　６名

当社監査役　２名

当社従業員　51名

重要取引先及び顧問　６名

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　85名

ストック・オプ

ション数(注１)
普通株式　12,000株 普通株式　3,880株 普通株式　2,180株 普通株式　922株

付与日 平成16年３月10日 平成16年12月22日 平成17年４月20日 平成18年４月21日

権利確定条件

　権利行使日において、当

社又は当社の子会社の取締

役又は従業員の地位にある

こと。

　権利行使日において、当

社、当社の子会社又は関係

会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にある

こと。

　取締役、監査役、従業員

として新株予約権の割当を

受けたものは、権利行使日

において、当社、当社の子

会社又は関係会社の取締

役、監査役、従業員又は顧

問の地位にあること。

権利行使日において、当

社、当社の子会社又は関係

会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にある

こと。

対象勤務期間

(注２)

平成16年３月10日から

平成21年３月31日まで

平成16年12月22日から

平成21年３月31日まで

平成17年４月20日から

平成21年３月31日まで

平成18年４月21日から

平成23年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成17年４月１日から

平成25年３月27日まで

平成18年４月１日から

平成27年３月28日まで

平成19年４月１日から

平成27年３月29日まで

平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで

　
平成19年３月

定時株主総会決議
ストックオプション

平成20年３月
定時株主総会決議

ストックオプション　

平成21年３月
定時株主総会決議

ストックオプション　

付与対象者の区分及び数

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　91名

当社取締役　５名

当社監査役　３名

当社従業員　71名

当社取締役　４名

当社監査役　３名

当社従業員　76名

ストック・オプション数(注

１)
普通株式　395株 普通株式　399株 普通株式　467株

付与日 平成19年６月20日 平成20年６月20日 平成21年６月19日

権利確定条件

　取締役及び監査役として付与を

受けた者については、権利行使時

において、当社の取締役又は監査

役であること。従業員として付与

を受けた者については、権利行使

時において当社、当社の子会社又

は関連会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にあること。

　取締役及び監査役として付与を

受けた者については、権利行使時

において、当社の取締役又は監査

役であること。従業員として付与

を受けた者については、権利行使

時において当社、当社の子会社又

は関連会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にあること。

　取締役及び監査役として付与を

受けた者については、権利行使時

において、当社の取締役又は監査

役であること。従業員として付与

を受けた者については、権利行使

時において当社、当社の子会社又

は関連会社の取締役、監査役、従

業員又は顧問の地位にあること。

対象勤務期間

(注２)

平成19年６月20日から

平成21年３月31日まで

平成20年６月20日から

平成22年３月31日まで

平成21年６月19日から

平成23年３月31日まで

権利行使期間

(注２)

平成21年４月１日から

平成25年３月31日まで

平成22年４月１日から

平成26年３月31日まで

平成23年４月１日から

平成27年３月31日まで

＜後略＞
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